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 １  指導監査について  
 

障害福祉サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法 
 
１ 指導 
    サービスの内容及び費用の請求等に関する事項について周知徹底を図るととも 

に、改善の必要があると認められる事項について適切な運用を求めるために障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援

法」という。）第９条第１項、第１０条第１項、第１１条第１項及び同条第２項ま

たは児童福祉法第５７条の３第１項、同条第２項、第５７条の３の２第１項の規定

に基づき実施します。 

 

  (1)集団指導 
    原則として、毎年度１回、一定の場所に対象事業者を招集し、講習会方式により

指導を行います。なお、集団指導の資料については、資料の配付は行いませんので、

事前に岡山市事業者指導課ホームページよりダウンロードの上、印刷して持参して

いただくようお願いしています。 
   

(2)実地指導 
    障害福祉サービス事業者等の事業所において、実地指導担当者が実地により関係

書類等の確認及びヒアリングを行うことにより実施します。 
   ○指導内容について 
     障害福祉サービス事業者等のサービスの質の確保・向上を図ることを主眼とし、

人員、設備、運営及び自立支援給付等請求について指導します。（必要に応じて過

誤調整を指導する場合があります。） 
   ア 事前に提出を求める書類等（主なもの） 
    ・指定障害福祉サービス事業所等指導事前提出資料 
    ・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表  
    ・組織体制図 
    ・利用契約書、重要事項説明書の書式 
    ・指定障害福祉サービス事業者自主点検表（事業運営の手引き） 
   イ 実地指導日に準備すべき書類等については、実地指導通知文に記載しますが、

    必要な都度速やかに提示できるよう準備をお願いします。 
 
２ 監査 
       入手した各種情報により、人員・設備及び運営基準等の指定基準違反や、不正請

求等が疑われるとき、その確認及び行政上の措置が必要であると認める場合に、障

害者総合支援法または児童福祉法の規定に基づき実施します。 

    これらの情報から指定基準違反や不正請求が認められる場合には、厳正かつ機動 

的な対応を行います。  
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  なお、原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、 
機動的かつ、より実効性のある方法で行います。 

 
３ 報酬請求指導の方法 

   指導担当者が、加算等体制の届出状況並びに報酬等（基本単位及び各種加算）の

請求状況について、関係資料により確認を行いますが、報酬基準に適合しない取扱

い等が認められた場合には、加算等の基本的な考え方や報酬基準に定められた算定

要件の説明等を行い、適切なサービスの実施となるよう指導するとともに、過去の

請求について自己点検の上、不適切な請求となっている部分については過誤調整と

して返還を指導します。 
 
２  障害者総合支援法改正の主な内容について  
 
① 障害者総合支援法の対象となる難病等の範囲の見直しについて 

 （ １ ）難病等の範囲について 

平成２５年４月に施行された障害者総合支援法では、同法の障害者の定義に新たに

難病患者等を追加し、身体障害者手帳等が取得できない場合でも同法に基づく障害福

祉サービス等の対象となりましたが、この難病等の範囲については、当面の措置とし

て130 疾患（平成２４年度まで実施していた「難病患者等居宅生活支援事業」の対象

疾病と同じ範囲） としたところです。 

平成２６年の国会における「難病の患者に対する医療等に関する法律」及び「児童

福祉法の一部を改正する法律」（ 平成２７年１月施行） の成立に伴う指定難病及び

小児慢性特定疾病の対象疾病の検討を踏まえ、障害者総合支援法の対象となる難病等

の範囲について、障害者総合支援法対象疾病検討会を設置し、検討を行った結果、平

成２７年１月１日からこれまでの１３０疾患から１５１疾患へ拡大されました。 

（Ｐ３，Ｐ４ 周知用リーフレット参照） 

 

（ ２ ） 制度の周知の徹底について 

平成２６年１０月のサービス利用実績では、全国で実人数１，０８０人（平成２５

年４月：１５６人）と増加傾向となっているところです。 

今後も難病患者等が必要な障害福祉サービス等を受けることのできるよう、制度の

周知の徹底に加え、障害者手帳に該当すると考えられる状態であれば手帳制度につい

ても説明するなど、難病等の特性を踏まえたきめ細かい対応をお願いします。 

また、障害者手帳が取得できない場合でも、障害者総合支援法の対象疾病に該当す

れば障害福祉サービス等を受給できることなどもお知らせください。 

   岡山市の難病患者等窓口・・・・健康づくり課 

 

      難病患者等の障害福祉サービス利用状況（実利用者数） 

 平成２５年４月 平成２６年５月 平成２６年10月 

岡山県     不明 ３１人 ３５人 

全国 １５６人 ８５８人 １，０８０人 

2 ページ



「障害者総合支援法」の対象となる
疾病を151に拡大します

平成27年１月１日から「障害福祉サービス等※１」の対象
となる疾病が、130から151へ拡大されます。

対象となる方は、障害者手帳※２をお持ちでなくても、
必要と認められた支援が受けられます。

※１ 障害者・障害児は、障害福祉サービス・相談支援・補装具及び地域生活支援事業
（障害児は、障害児通所支援と障害児入所支援も含む）

※２ 身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳

平成27年１月１日から

対象となる方

対象疾病に該当する方（裏面参照）

手続き

◆対象疾病に罹患していることがわかる証明書（診断書など）を
持参し、お住まいの市区町村の担当窓口にサービスの利用を申請
してください。

◆障害支援区分の認定や支給決定などの手続き後、必要と認められた
サービスを利用できます。
（訓練系・就労系サービス等は障害支援区分の認定を受ける必要はありません）

◆詳しい手続き方法については、お住まいの市区町村の担当窓口に
お問い合わせください。

厚生労働省

り かん
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平成27年１月からの障害者総合支援法の対象疾病一覧（151疾病）
1 IgA腎症 52 ゴナドトロピン分泌亢進症 102 TNF受容体関連周期性症候群

2 亜急性硬化性全脳炎 53 混合性結合組織病 103 天疱瘡

3 アジソン病 54 再生不良性貧血 104 特発性拡張型心筋症

4 アミロイドーシス 55 再発性多発軟骨炎 105 特発性間質性肺炎

5 ウルリッヒ病 56 サルコイドーシス 106 特発性基底核石灰化症

6 HTLV－１関連脊髄症 57 シェーグレン症候群 107 特発性血小板減少性紫斑病

7 ADH分泌異常症 58 CFC症候群 108 特発性血栓症

8 遠位型ミオパチー 59 色素性乾皮症 109 特発性大腿骨頭壊死症

9 黄色靭帯骨化症 60 自己貪食空胞性ミオパチー 110 特発性門脈圧亢進症

10 潰瘍性大腸炎 61 自己免疫性肝炎 111 特発性両側性感音難聴

11 下垂体前葉機能低下症 62 自己免疫性溶血性貧血 112 突発性難聴

12 加齢性黄斑変性症 63 視神経症 113 難治性ネフローゼ症候群

13 肝外門脈閉塞症 64 若年性肺気腫 114 膿疱性乾癬

14 関節リウマチ 65 シャルコー・マリー・トゥース病 115 嚢胞性線維症

15 肝内結石症 66 重症筋無力症 116 パーキンソン病

16 偽性低アルドステロン症 67 シュワルツ・ヤンペル症候群 117 バージャー病

17 偽性副甲状腺機能低下症 68 神経性過食症 118 肺静脈閉塞症／肺毛細血管腫症

18 球脊髄性筋萎縮症 69 神経性食欲不振症 119 肺動脈性肺高血圧症

19 急速進行性糸球体腎炎 70 神経線維腫症 120 肺胞低換気症候群

20 強皮症 71 神経有棘赤血球症 121 バッド・キアリ症候群

21 巨細胞性動脈炎 72 進行性核上性麻痺 122 ハンチントン病

22 巨大膀胱短小結腸腸管蠕動不全症 73 進行性骨化性線維形成異常症 123 汎発性特発性骨増殖症

23 ギラン・バレ症候群 74 進行性多巣性白質脳症 124 肥大型心筋症

24 筋萎縮性側索硬化症 75 スティーヴンス・ジョンソン症候群 125 ビタミンD依存症二型

25 クッシング病 76 スモン 126 非典型溶血性尿毒症症候群

26 クリオピリン関連周期熱症候群 77 正常圧水頭症 127 皮膚筋炎／多発性筋炎

27 グルココルチコイド抵抗症 78 成人スチル病 128 びまん性汎細気管支炎

28 クロウ・深瀬症候群 79 成長ホルモン分泌亢進症 129 肥満低換気症候群

29 クローン病 80 脊髄空洞症 130 表皮水疱症

30 結節性硬化症 81 脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を除く。) 131 フィッシャー症候群

31 結節性多発動脈炎 82 脊髄性筋萎縮症 132 封入体筋炎

32 血栓性血小板減少性紫斑病 83 全身型若年性特発性関節炎 133 ブラウ症候群

33 原発性アルドステロン症 84 全身性エリテマトーデス 134 プリオン病

34 原発性硬化性胆管炎 85 先天性QT延長症候群 135 PRL分泌亢進症（高プロラクチン血症）

35 原発性高脂血症 86 先天性魚鱗癬様紅皮症 136 ベスレムミオパチー

36 原発性側索硬化症 87 先天性筋無力症候群 137 ベーチェット病

37 原発性胆汁性肝硬変 88 先天性副腎低形成症 138 ペルオキシソーム病

38 原発性免疫不全症候群 89 先天性副腎皮質酵素欠損症 139 発作性夜間ヘモグロビン尿症

39 顕微鏡的多発血管炎 90 大脳皮質基底核変性症 140 慢性炎症性脱髄性多発神経炎／
多巣性運動ニューロパチー

40 硬化性萎縮性苔癬 91 高安動脈炎 141 慢性血栓塞栓性肺高血圧症

41 好酸球性筋膜炎 92 多系統萎縮症 142 慢性膵炎

42 好酸球性消化管疾患 93 多発血管炎性肉芽腫症 143 慢性特発性偽性腸閉塞症

43 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 94 多発性硬化症／視神経脊髄炎 144 ミトコンドリア病

44 後縦靭帯骨化症 95 多発性嚢胞腎 145 メニエール病

45 甲状腺ホルモン不応症 96 遅発性内リンパ水腫 146 網膜色素変性症

46 拘束型心筋症 97 チャージ症候群 147 もやもや病

47 広範脊柱管狭窄症 98 中毒性表皮壊死症 148 ライソゾーム病

48 抗リン脂質抗体症候群 99 腸管神経節細胞僅少症 149 ランゲルハンス細胞組織球症

49 コステロ症候群 100 TSH受容体異常症 150 リンパ脈管筋腫症

50 骨髄異形成症候群 101 TSH分泌亢進症 151 ルビンシュタイン・テイビ症候群

51 骨髄線維症

「劇症肝炎」「重症急性膵炎」については平成27年１月以降は対象外ですが、すでに障害福祉サービスの支給決定を
受けている方は引き続き利用可能です。詳細は、お住まいの市区町村窓口にお問い合わせください。

新たに対象となる疾病
対象に変更はないが疾病名が変更されたもの

5
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３  業務管理体制の権限移譲について  
 

１ 障害福祉サービス等事業者の業務管理体制 
(1) 平成２４年４月１日から、障害者（児）施設・事業者（以下「事業者」という。）

には、法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられました。 

(2) 事業者が整備すべき業務管理体制は、指定を受けている事業所又は施設（以下「事

業所等」という。）の数に応じて定められています。また、業務管理体制の整備に

関する事項を記載した届出書を遅滞なく関係行政機関に届け出ることとされていま

す。 

 

 

２ 権限移譲の概要 

(1) 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（第４次分権一括法）」により、障害者総合支援法・児童福祉法の

一部が改正され、平成２７年４月１日から施行されます。 

(2) これにより、下記のとおり、各都道府県が業務管理体制の整備に関する届出書の

届出先（監督権者）となっている事業者のうち、事業所等が全て同一指定都市内に

所在する場合には、都道府県から指定都市へ監督権限が移譲されます。 

 

 

 

業務管理体制の整備について（概要） 

 

根拠 

規定 

障害者総合支援法 

第51条の2 

障害者総合支援法

第51条の31 

児童福祉法 

第21条の5の25 

児童福祉法 

第24条の19の2 

児童福祉法 

第24条の38 

事 業

の 実

施 主

体・施

設 の

設 置

主体 

指定事業者等 

（同法第42条第1

項） 

指定相談支援事業

者 

（同法第51条の22

第1項） 

指定障害児事業

者等 

（同法第21条の

5の17第1項） 

指定障害児入

所施設の設置

者 

（同法第24条

の2第1項） 

指定障害児相

談支援事業者

（同法第24条

の26第1項第1

号） 

指定 

障害福祉

サービス

事業者 

指定 

障害者

支援施

設等の

設置者 

指定 

一般相

談支援

事業者

指定 

特 定 相

談 支 援

事業者 

指定 

障害児

通所支

援事業

者 

指定 

医療機

関の設

置者 

指定 

障害児

入所施

設 

指 定

医 療

機関 

指定 

障害児相談支

援事業者 
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                 【現 行】        【平成27年4月以降】 

事業所の所在状況 届出先  届出先 

2以上の都道府県の区域 
厚生労働省 厚生労働省 

１の都道府県の区域  

都道府県知事 
都道府県知事 

 うち、１の指定都市の区

域 

 
指定都市の長 

 

 

≪特定相談支援事業者・一般相談支援事業者≫ 障害者総合支援法第51条の31 
【届出先】（平成２７年４月以降）       

区  分 届 出 先 
①事業所等が２以上の都道府県に所在する

事業者 
厚生労働省本省 

②特定相談支援事業のみを行う事業者であ

って、事業所が一の市町村（岡山市）の区

域に所在する事業者 
岡山市 

③一般相談支援事業・特定相談支援事業を

行う事業者であって、すべての事業所等が

同一指定都市（岡山市）内に所在する事業

者 

岡山県 ⇒ 岡山市 

④ ①～③以外の事業者 
岡山県（各県民局健康福祉部健康福祉課）

 
 
≪障害児相談支援事業者≫ 児童福祉法第24条の38 
【届出先】                  

区  分 届 出 先 
①事業所等が２以上の都道府県に所在する

事業者 
厚生労働省本省 

②障害児相談支援事業を行う事業者であっ

て、すべての事業所等が一の市町村（岡山

市）の区域に所在する事業者 
岡山市 

③ ①および②以外の事業者 
岡山県（各県民局健康福祉部健康福祉課）
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３ 業務管理体制整備の内容 （障害者総合支援法施行規則第34条の61、児童福祉法施行規則

第25条の26の８） 

(1) 事業所等の数が、１～１９の事業者 

①〔法令遵守責任者〕の選任をすること 

(2) 事業所等の数が、２０～９９の事業者 

①〔法令遵守責任者〕の選任をすること 

②〔業務が法令に適合することを確保するための規程〕を整備すること 

(3) 事業所等の数が、１００以上の事業者 

①〔法令遵守責任者〕の選任をすること 

②〔業務が法令に適合することを確保するための規程〕を整備すること 

③〔業務執行の状況の監査〕を定期的に行うこと 

 

※１ 事業所等の数には、休止中の事業所等を含む。 

※２ 法令遵守責任者については、何らかの資格等を求めるものではないが、少なくとも障害

者総合支援法・児童福祉法等の法令の内容に精通した法務担当の責任者を選任することを

想定している。法務部門を設置していない事業者の場合には、事業者内部の法令遵守を確

保できる者を選任すること。なお、代表者自身が法令遵守責任者となることを妨げるもの

ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業務管理体制整備の内容） 

 

 
 
 
 
 
 

   ２０未満      ２０以上１００未満      １００以上     
 

指定又は許可を受けている事業所数 
 

法令遵守責任者の

選任 
法令遵守責任者の

選任 
法令遵守責任者の

選任 

法令遵守マニュア

ルの整備 

法令遵守に係る監

査 

法令遵守マニュア

ルの整備 

法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることによ

り、指定取消事案などの不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と障害福

祉サービス事業運営の適正化を図る。 
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４ 業務管理体制の届出事由と様式 

 

 

＜障害者総合支援法（特定相談支援事業者・一般相談支援事業者）関係＞ 
届出が必要となる事由 様 式 

・新規に業務管理体制を整備した場合 

 （障害者総合支援法第51条の31第2項） 

第１号様式 

・事業所等の指定や廃止等に伴う、事業展開地域の変更により、届出先 

区分の変更が生じた場合  

（障害者総合支援法第51条の31第4項） 

(例1) 岡山市内のみで事業展開していた事業者が、新たに倉敷市におい 

て事業を開始した場合 

 岡山市長 ⇒ 岡山県知事（平成27年4月1日以降） 

※変更前及び変更後の双方の行政機関に届け出てください。 

 第１号様式 

・届出事項に変更があった場合 

 （障害者総合支援法第51条の31第3項） 

(例1) 法令遵守責任者、代表者等の変更 

 (例2) 事業所等の指定や廃止等により、事業所等の数に変更が生じ、整備

する業務管理体制が変更された場合 

 第３号様式 

 
 
＜児童福祉法（障害児相談支援事業者）関係＞ 

届出が必要となる事由 様 式 

・新規に業務管理体制を整備した場合 

 （児童福祉法第24条の38第2項） 

第２号様式 

・事業所等の指定や廃止等に伴う、事業展開地域の変更により、届出先 

区分の変更が生じた場合  

（児童福祉法第24条の38第4項） 

(例1) 岡山市内のみで事業展開していた事業者が、新たに倉敷市におい 

て事業を開始した場合 

 岡山市長 ⇒ 岡山県知事 

※変更前及び変更後の双方の行政機関に届け出てください。 

 第２号様式 

・届出事項に変更があった場合 

 （児童福祉法第24条の38第3項） 

(例1) 法令遵守責任者、代表者等の変更 

 (例2) 事業所等の指定や廃止等により、事業所等の数に変更が生じ、整備

する業務管理体制が変更された場合 

 第４号様式 

※各様式については、岡山市事業者指導課のホームページを参照ください。 

 
５ 権限移譲に伴う届出先区分の変更に係る変更届の提出について 

(1) 届出先区分が変更になる場合は、障害者総合支援法第51条の2第4項・第51条の31
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第4項、児童福祉法第21条の5の25第3項、第24条の19の2、第24条の38第4項の規定に

基づき、各事業者が変更 前及び変更後の双方の行政機関へそれぞれ届け出る必要

がありますが、平成２７年４月の岡山県から岡山市への権限移譲に伴う届出先区分

の変更については、届出書の提出は不要です。 

 
 
６ 業務管理体制の確認検査 

(1) 一般検査 

業務管理体制の届出内容を確認するため、定期的に検査（一般検査）を実施しま

す。 

一般検査の実施方法は以下のとおりです。 

①事業者からの届出内容について報告等を求める。 

 ・法令遵守責任者の役割及びその業務内容 

 ・業務が法令に適合することを確保するための規程の内容 

 ・業務執行の状況の監査（法令遵守に係る監査）実施状況及びその内容 

②報告等の内容に不備が認められた場合には、事業者の従業者に出頭を求め、改善

を求める。 

③上記において改善が見込まれない場合には、当該事業者本部等へ立ち入り、業務

管理体制の整備状況を検証する。 

 

(2) 特別検査 

事業所等の指定等取消相当の事案が発覚した場合に、当該事業所等の本部等へ立

ち入り、業務管理体制の整備状況を検証するとともに、当該事案への組織的関与の

有無を検証します。 
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様式第１号（第２条，第４条関係） 
受付番号  

 
障害者総合支援法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書 

 
 平成  年  月  日 

岡山市長  様 
事業者 名     称            
    代表者職・氏名            印 

 
このことについて，下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

  事業者（法人）番号               
１ 届出の内容 
 （１）第５１条の３１第２項関係（整備） 
 （２）第５１条の３１第４項関係（区分の変更） 

２ 

事 
 

業 
 

者 

フ リ ガ ナ  
名称又は氏名  
住   所 

（主たる事務所 
の所在地） 

（郵便番号  －     ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 
（ビルの名称等） 

連  絡  先 電話番号  ＦＡＸ番号  
法 人 の 種 別   
代表者の職名・氏

名・生年月日 
職
名

 フリガナ  生年 
月日 

年 月 日 
氏 名  

代表者の住所  

（郵便番号  －     ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 
（ビルの名称等） 

３ 事業所名称等  
  及 び 所 在 地  

事業所名称 指 定 年 月 日 事 業 所 番 号  所 在 地 

計  ヵ所 

   

４ 障害者総合支援法

上の該当する条文

（事業者の区分） 
・第５１条の３１（指定相談支援事業者） 

５ 施行規則第３４条

の６２第１項第２号

から第４号に基づく

届出事項 

第２号 法令遵守責任者の氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ） 生年月日 
  

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要 

６ 

区
分
変
更 

区分変更前行政機関名称，担当部（局）課  

事業者（法人）番号               
区分変更の理由  
区分変更後行政機関名称，担当部（局）課  
区 分 変 更 日     年   月   日 

 

様式第２号（第２条及び第４条関係） 
受付番号  

 
児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書 

 
 平成  年  月  日 

岡山市長  様 
事業者 名     称          
    代表者職・氏名           印 

 
このことについて，下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 

  事業者（法人）番号                   
１ 届出の内容 
 （１）第２４条の３８第２項関係（整備） 
 （２）第２４条の３８第４項関係（区分の変更） 

２ 

事 
 

業 
 

者 

フ リ ガ ナ  
名称又は氏名  
住   所 

（主たる事務所 
の所在地） 

（郵便番号  －     ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 
（ビルの名称等） 

連  絡  先 電話番号  ＦＡＸ番号  
法 人 の 種 別   
代表者の職名・氏

名・生年月日 
職
名

 フリガナ  生年 
月日 

年 月 日 
氏 名  

代表者の住所  

（郵便番号  －     ） 
    都道        郡 市 
    府県        区 
（ビルの名称等） 

３ 事業所名称等  
  及 び 所 在 地  

事業所名称 指 定 年 月 日 事 業 所 番 号 所 在 地 

計  ヵ所 

   

４ 児童福祉法上の該

当する条文（事業者

の区分） 

 
・第２４条の３８（指定障害児相談支援事業者） 

５ 児童福祉法施行規

則第２５条の２６の

９第１項第２号から

第４号に基づく届出

事項 

第２号 法令遵守責任者の氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ） 生年月日 
  

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要 

６ 

区
分
変
更 

区分変更前行政機関名称，担当部（局）課  
事業者（法人）番号                   
区分変更の理由  
区分変更後行政機関名称，担当部（局）課  
区 分 変 更 日     年   月   日 
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様式第３号（第３条関係） 
受付番号  

 
障害者総合支援法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書（届出事項の変更） 
 

 平成  年  月  日 
岡山市長  様 

事業者 名     称               
    代表者職・氏名             印 

 
 

このことについて，下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 
 
 事業者（法人）番号                  

変 更 が あ っ た 事 項 

１，法人の種別，名称（ﾌﾘｶﾞﾅ）    ２，主たる事務所の所在地，電話，FAX 番号 
３，代表者氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ），生年月日   ４，代表者の住所，職名 
５，事業所名称等及び所在地 
６，法令遵守責任者の氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）及び生年月日 
７，業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 
８，業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

変 更 の 内 容 

（変更前） 

（変更後） 

 

様式第４号（第３条関係） 
受付番号  

 
児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書（届出事項の変更） 

 
 平成  年  月  日 

岡山市長  様 
事業者 名     称               
    代表者職・氏名             印 

 
 

このことについて，下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。 
 
 事業者（法人）番号                  

変 更 が あ っ た 事 項 

１，法人の種別，名称（ﾌﾘｶﾞﾅ）    ２，主たる事務所の所在地，電話，FAX 番号 
３，代表者氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ），生年月日   ４，代表者の住所，職名 
５，事業所名称等及び所在地 
６，法令遵守責任者の氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）及び生年月日 
７，業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 
８，業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

変 更 の 内 容 

（変更前） 

（変更後） 
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４ 平成２７年度報酬改定の概要について  

                     （Ｐ１４～Ｐ２６ 参照） 

１ 報酬改定率について 

   改定率 ±０％ 
 
２ 基本的考え方 

 （１）福祉・介護職員の処遇改善 
 （２）障害児・者の地域移行・地域生活の支援 
 （３）サービスの適正な実施等 
 
３ 地域区分の見直し 

岡山市内にある事業所については、平成２７年４月利用分から、地域区分が変更に
なります。 
国保連への請求の際は、システムの地域区分コードの変更を行ってください。地域

区分が異なりますと、請求ができない可能性がありますので、ご注意ください。なお、
今回の地域区分の変更に関して、変更届を提出する必要はありません。 
  【対象サービス】 

 平成２７年３月

まで 
平成２７年４月 
以降 

障害福祉サービス 居宅介護 

１７級地 ６級地 

重度訪問介護 
同行援護 
行動援護 
療養介護 
生活介護 
短期入所 
重度障害者等包括支援 
施設入所支援 
自立訓練（機能訓練） 
自立訓練（生活訓練） 
就労移行支援 
就労継続支援 A 型 
就労継続支援 B 型 
共同生活援助 

計画相談支援 
１７級地 ６級地 

地域相談支援 
１７級地 ６級地 

通所支援事業 児童発達支援 ７級地 １２級地 
医療型児童発達支援 ７級地 １２級地 
放課後等デイサービス ７級地 １２級地 
保育所等訪問支援 ７級地 １２級地 

障害児相談支援           
７級地 １２級地 

旧児童デイサービス １８級地 １２級地 
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【その他】 

級地が変更になっても、報酬の１単位の単価（計画相談支援１０．１８円、地域相談支援

１０．１８円、障害児相談支援１０．１８円）はこれまでと変更ありません。 

（Ｐ２５，Ｐ２６ 参照） 

 

４ 計画相談支援・障害児相談支援にかかる新規加算の要件について 

   （Ｐ２７ 参照） 
 

 (1) 特定事業所加算（計画相談支援・障害児相談支援共通） 

 (2) 初回加算（障害児相談支援のみ） 
 

５ 体制届の提出について 

  新規に加算が創設されたことにより、新たに加算を算定しようとする事業者は、届

出が必要となります。（※特定事業所加算のみ） 
 提出書類、提出期限については、決まり次第ホームページ等でお知らせします。 
 
 （「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービス等及び 基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準

等の制定に伴う実施上の留意事項について」平成 18 年障発第 1031001 号） 
 
(1) 届出に係る加算等の算定の開始時期  

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）について

は、利用者や指定相談支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎

月15日以前になされた場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から、

算定を開始するものとする。 

 

(2) 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い  

指定障害福祉サービス事業所等の体制について加算等が算定されなくなる状況が生

じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届

出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生し

た日（居宅介護サービス費，重度訪問介護サービス費，同行援護サービス費，行動援

護サービス費における特定事業所加算については事実が発生した日の属する月の翌月

の初日）から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合において届出を行

わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付

費等は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、悪質な

場合には指定の取消しをもって対処する。  
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 ５  福祉・介護職員処遇改善加算について  

 
１ 平成２７年度福祉・介護職員処遇改善加算の算定について 
 
  (1) 平成２７年度の報酬改定において、福祉・介護職員処遇改善加算については、福

祉・介護職員の処遇改善が後退しないよう現行の加算の仕組みは維持しつつ、更な

る資質向上の取組、雇用管理の改善、労働環境の改善の取組を進める事業所を対象

とし、更なる上乗せ評価を行うための区分が新設されました。 

 
 (2) 新設の「加算Ⅰ」（更なる上乗せ評価）の算定要件は、キャリアパス要件①及び

  ②と、新たな定量的要件を満たす必要があります。 
   キャリアパス要件 
    ①職位・職責・職務内容に応じた任用要件と賃金体系を整備すること。 
    ②資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること。 
   新たな定量的要件 
    平成２７年４月以降、賃金改善以外の処遇改善への取組を新たに実施すること。 

  ※福祉・介護職員処遇改善加算の加算率は及び「加算Ⅰ」～「加算Ⅳ」の算 

定要件の詳細は、（Ｐ３１，Ｐ３２）のとおり。 
 
 (3) 新しい「加算Ⅱ」、「加算Ⅲ」、「加算Ⅳ」は、従来の「加算Ⅰ」、「加算Ⅱ」、

「加算Ⅲ」の算定要件と同じです。 

 
  (4) 福祉・介護職員処遇改善加算の対象職種は、ホームヘルパー、生活支援員、児童

指導員、指導員、保育士、世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員、訪

問支援員、介護職員が対象であり、他の職種にのみ従事している者は対象となりま

せん。 

   
２ 平成２６年度福祉・介護職員処遇改善加算の実績報告について 
 
 (1) 平成２６年度に当該加算を算定している事業者は、平成２７年７月末日までに、

実績報告書を提出すること。 

 
  (2) ホームページにある記入例を参考にして作成すること。 

 
  (3) 別紙様式５の①「平成２６年度分福祉・介護職員処遇改善加算総額」には、平成

２６年４月～平成２７年３月サービス提供分までの加算総額（利用者負担額を含む）

を記入する。 

    
 (4) つまり、国保連における平成２６年５月～平成２７年４月審査分までの加算総額

（利用者負担額を含む）を記入することになる。 
     ＜国保連から通知されている金額を足しあげること。＞  
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  (5) 実績報告で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回った場合、

加算の算定要件を満たしていないため、全額返還となる。（差額の返還ではない。） 

      また、実績報告を提出しない場合も全額返還となるので、必ず期限までに提出す

ること。 

 

  (6) 仮に現時点で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回っている

場合は、一時金や賞与として追加支給すること。 

   
    
３ 福祉・介護職員処遇改善加算の届出及び実績報告にかかる留意点について 
 
(1) 賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから、対象とする賃金項目を特定した上で行 
 いますが、賃金改善を行う項目については明確に周知してください。  
  また、特定した賃金項目を含め、特段の事情なく賃金水準を引き下げることはできま

 せん。 

 

平成24年8月31日付け厚生労働省通知（抜粋） 報酬編Ｐ745 
   賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから対象とする賃金項目を特定した上で行う 
  ものとする。この場合、特定した賃金項目を含め、賃金水準を低下させてはならない。 
   なお、賞与等において、経常利益等の業績に連動して支払額が変動する部分が業績に 
  に応じて変動することを妨げるものではないが、本加算に係る賃金改善は、こうした変 
  動と明確に区分されている必要がある。 

 
(2) 非正規職員として勤務していた者を、正規職員に転換した場合、転換したことに伴う 
 給与の増加分は賃金改善額には含まれません。同様に、職員を増員した場合の増員分の 
 賃金も賃金改善額には含まれません。 

 

平成21年12月21日付け「介護職員処遇改善交付金説明会資料」P36 
（問62）平成２１年３月まで非正規職員として勤務していた者を、同年４月以降に正規職 
      員に転換した場合、これに伴う給与の増加分は、賃金改善額と考えてよいか。 

   （答）よくない。平成２１年３月までの賃金算定ルールを、当該職員に適用した場合の給与 
      （言い換えれば、当該職員が、平成２１年３月以前に正規職員として勤務していたと仮定 

した場合の給与）と比較し、増加していれば、その増加分のみが賃金改善額と考えられる。 
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６  その他  
 
１．平成２７年度報酬改定に伴い、重要事項説明書が変更となる場合について 

(1) 平成２７年度からの利用申込者に対しては、変更内容を反映させた重要事項説明書を

作成の上、当該説明書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得ること。 

 

(2) 既存の利用者に対しては、変更内容を反映した重要事項説明書（同意を得ている重要

事項説明書の内容の一部差し替えとして、変更部分のみでも可）を交付して説明を行う

こと。 

 

２．疑義照会（質問）について 

今回の集団指導に係る内容についての疑義照会・質問等については、「質問票」により

ＦＡＸにて送信してください。 

 

３．厚生労働省からのＱ＆Ａ等について 

今後、厚生労働省から発出されるＱ＆Ａ等については、随時ホームページ上で公開して

いきます。 

また、Ｑ＆Ａ等の内容によっては、本日の集団指導資料の記載内容を変更する場合があ

ります。その場合もホームページ上でお知らせしますので、随時確認をお願いします。 

 

（岡山市事業者指導課ホームページ） 

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00003.html 
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とする

公益
こう えき

低下しています。また、障害認定1級を受け障害年金から医療費を支出しています。本人の家族
構成は母一人子一人でしたが、母が半年前に死亡したため、親族は母方の叔母がいるのみです。
亡母が残した自宅やアパートを相続し、その管理を行う必要があるため、母方の叔母は後見開
始の審判の申立てをしました。
　家庭裁判所の審理を経て、本人について後見が開始されました。そして、母方の叔母は、遠方
に居住していることから成年後見人になることは困難であり、主たる後見事務は、不動産の登
記手続とその管理であることから、司法書士が成年後見人に選任され、併せて公益社団法人成
年後見センター・リーガルサポートが成年後見監督人に選任されました。

こう えき

本人以外の者の申立てにより、保佐人に代理権を与える審判をする場合、本人の同意が必要になります。補助開始の審判や補
助人に同意権・代理権を与える審判をする場合も同じです。
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　審理期間については、個々の事案により異なり、一概にはいえませんが、
多くの場合、申立てから法定後見の開始までの期間は、4か月以内となって
います。鑑定手続や成年後見人等の候補者の適格性の調査、本人の陳述聴取
などのために、一定の審理期間を要することになります。

てき かく せい
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事業所名

サービス
種別

所在地

Ｔｅｌ Ｆａｘ

担当者名 職名

【質問】

【回答】

【質　問　票】

 平成　　　年　　　月　　　日
 岡山市事業者指導課　障害事業者係宛

 Ｆａｘ：０８６（２２１）３０１０

相談支援
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